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産業競争力と研究および教育につ']て
－技術分野におけるアメリカと

日本との相互作用に関する－考察一

JulianSzekely
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lSzekely教授はロンドンのImperialCollegeでＢ､Ｓｃ.及びＰｈ.Ｄ､の学位を得｜

'て直ちにﾛﾝドﾝの化学工学ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ会社CremerEmdWamerで働き､｜
|其後はImperialCollege､ニューヨーク州立大バッファロ-校及びＭＩＴで教鞭｜
|を取られると共に、材料プロセッシングに於ける輸送現象の解明と数学モデル｜

|の利用についてすぐれた業績を挙げ、多数の賞を受けている。

｜多数の論文に加えて著書も多く､そのいくつかは金属材料の処理プﾛｾｽに|

|ついての標準的な教科書にもなっている。

'，また同教授が語学に堪能なことは有名で、英語、ドイツ語、ハンガリー語は｜

'全く不自由なく、ロシア語ﾌﾗﾝｽ語､日本語での講演も引受けて居られる｜
|由である。

｜専門の材料処理と得意な語学を生かして、海外交流活動も多く、また環境間｜

趣､科学技術政策等についてもオピニオンリーダーの１人であり、全米工学ア｜
|カデミーの有力メンバーでもある。

司会・植之原こんばんは。きょうは、国際委員

会の担当でこの談話サロンを開催させていただき

ます｡私が司会役を務めます。きょうはＭＩＴのセ

カッリ先生に、大変おもしろいというか、重要な

話題についてお話しをいただくことになっており

ます。紹介は、不破先生が昔から大変お親しい仲

でいらっしゃいますので、不破先生にご紹介して

いただきたいと思います｡よろしくお願いします。

不破不破でございます｡ご指名によりまして、

きょうの講師のご紹介をさせていただきます。ス

ペルから、先生のお名前はいろいろ発音の仕方が

ありますけど、きょう、事前に伺いましたら、ハ

ンガリーのお生まれで､普通はＺがサイレントで、

ゼッケリというのが正しい読み方だそうでありま

す。セカッリ先生は、英国のロンドン．インペリ

アル・カレッジで、Ｐｈ.Ｄをお取りになりまして、

その後ロンドンでケミカル・エンジニアリングの

コンサルタントの会社にお勤めになったそうであ

ります。

先生のインペリアル．カレッジ時代の恩師の１

人でありますデニス・リチャードソンは、金属製

錬に関する物理化学に非常に貢献された方であり

ますが、一方においては物理化学部門、他方にお

いてはケミカル・エンジニアリングの部門の２つ

の大きな研究グループを指導されておりまして、

セカッリ先生はその後者部門の高弟であるわけで

す。

私どもが学問的に初めて知りましたのは、学位

論文と、それからニューヨーク・ステート。ユニ

バーシティ－のバッファローの分校時代の業績か

らであります｡1975年にＭＩＴに教授としてお移り

になって､それ以来ＭＩＴを中心にご活躍中であり

ます。

バッファロー時代から、すでに日本の、特にケ

ミカル・エンジニアリング的手法で、現在、金属

製錬に活躍中の多数の方々が、特に大きな影響を

受けました。名古屋大学の浅井教授をはじめ、あ

るいは工業界では川鉄の中西取締役はじめ、そう

いった活躍中の方々が日本からどんどん留学され

ました。その頃から日本との深い関係で、特に鉄

鋼業界を通しまして、非常に多くの知人を得てお

られます。また、ＭＩＴにいらっしやいましてから

も、多くの日本人をご指導いただきまして今日に

至っております。

今申しました金属に関する研究に限らず、先生

はいろいろな分野に非常に活発に進出され、そし

て新しい分野の諸現象をシミュレートしては、ど

んどん数学モデルを提出されております。また、
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著書については､何冊あるか私わかりませんほど、

非常に早い速度で出版されています。従って、単

に論文だけではなくて､多くの著書がございます。

環境問題についても造詣が深く、これも先生が

いかにいろいろなものに興味や関心をお持ちかと

いう現れの１つだと思います。この環境問題につ

いてもいろいろ積極的なグローバルな活動を､今、

続けておられます。

私はバッファロー時代以前の、インペリアル．

カレッジ時代から国際会議などでよくご一緒して

おりますけれども、最近は、特に日本にたびたび

おみえになりますし､それからＭＩＴや米国の工学

アカデミーで、またあらゆる学会にご自分の学問

的手法を持ち込まれてのご活躍で、その道のパイ

オニア・ワークをされた方だと思います。1990年

には名古屋大学のピジッティング｡プロフェッサー

として日本語で講義をされたそうでありますが、

同時に東海地区の鉄鋼協会支部で湯川講演をこれ

も日本語でされて、きょうは特に私どものために

日本語でされるということで、大変楽しみにいた

しております◎

私が何を言い出すかと、実は大変びくびくして

いるとさっきからおっしゃっておられましたけれ

ど、おそらく先生のお話を通しまして、先生自身

を一番物語れるだろうと思いますので、私のご紹

介はこれだけにさせていただきたいと思います。

どうも、ご清聴ありがとうございました。

セカッリ不破先生､どうも有難うございました。

私はマサチューセッツ工科大学のジュリアン・

セカッリと申します。

この非常に重要な会合で講演させていただけま

す事を大変名誉に思っております。

最初に、私の大変御粗末な日本語についてお詫

び申し上げます◎

アメリカ人の技術者が外国語、それも日本語を

話すのは馬がヴァイオリンを弾くようなものだと

の事です。どれだけ上手くやれるかではなく、そ

もそもやれるという事自体が重要なのだとか…

今回私は個人の資格でお話申し上げる事を強調

致しますが､ＮＡＥの同僚達､特に会長であるドク

ター･ロバート・ホワイトおよびＮＲＣの日本関係

委員会からの、くれぐれもよろしくとの言葉もお

２

伝えしたいと思います。

図１は私の講演のアウトラインを示したもので

す。

１．序論

２．産業競争･力

３．研究

４．教育

５．要約一技術者に実行可能な事柄は何か

図１講演アウトライン

アウトラインがあると、講演の次第がわかるの

で便利であるとききましたので、このような図を

用意したわけです。

1．序論

初めに申し上げたいのは、世界の２大経済大国

である日本とアメリカの間に深刻な摩擦が存在す

る事は明らかだということです。それと同時に私

共の経済、そして、この２つの国の運命は密接に

つながっているという事も認めざるを得ません。

従って、この摩擦問題は、相互の利益の為にも解

決しなければならないのです。

日本に関する情報が非常に少なかった数十年前

と比べてみますと、日本社会や日本の生産方法を

学ぼうとする動きは最近とみに高まっています。

実際のところ、この主題に関する本や報告書す

べてに通ずるのは非常に困難になって来ています。

また、私自身は日本語は非常に難しいと思って

おりますが、「やさしい日本語｣等と題された本が

たくさん出回っています。更に、中には、日本語

でいかに罰当たりで失礼なことを言うか、といっ

たことを教える本まであります。私としては、ど

うしてこういう本が出るのか理解に苦しむところ

です。

生産的な研究や､それよりは愚的には少ないが、

個人的な経験を通して、この２つの社会の一般的

且つ基本的な相違は知られ始めています。

大学、政府研究機関、大統領官房、内閣等、日

本とアメリカの様々な機関はお互いに相当する名

前をもってはいますが、その機能が全く違うこと

があります。例えば、アメリカの大統領は大変な

〆勺、
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権力をもった行政官であり､一定の決まった期間、

その座にあります。日本の首相の場合は、その権

力の在り方や在任期間は多くの要因、主として自

由民主党内部の様々な派閥の均衡によって決めら

れるのです。

日本では公務員は一流大学の中から厳しい試験

によって選ばれます。彼らは高度の力量があり、

非常に大きな、確固たる影響力をもっています。

アメリカでは、能力のある献身的な公務員がたく

さんいるにも関わらず、政治体制のもつ特質のゆ

えに、彼らは政治組織の影響を、もっとずっと直

接に受ける事になります。「天下り」というのは嫌

がられ、多くの場合、非合法化される傾向にあり

ます。

日本の企業の組織図は、その組織を実際に動か

している上司と部下の微妙な関係というものを表

してはいません。しかしながら、「本音｣と｢建前｣、

そして「根回し」という概念は、アメリカ社会に

も同じような程度で存続しているのです。議会の

公聴会や会社の役員会へ行ったことのある人なら、

誰でもこれを認めるはずです。

日米関係に関して最近書かれたものの多さをみ

るにつけ、更に本当に新しい、なにか役に立つこ

とを付け加えることが出来るだろうかという疑問

がわきます。しかしながら、ここで重要な点は、

これらほとんどが現実の技術関連の問題について

は素人である経済学者､社会学者､政治学者によっ

て書かれたものだということです。しかし、今度

は立場を変えて、技術者が経済学者や社会学者や

政治学者を演じてみるのも、おもしろいかも知れ

ません。

この講演を準備するにあたっては、深い洞察に

みちたクライド・プレスコヴィッツとレスター・

ソローの本およびラルフ・ランドーとフランク・

プレスの最近の講演と論説から非常な影響を受け

たということを認めなければなりません。しかし

ながら、ここで述べる見解は私自身のものであり、

私が責任を負うものであることをはっきりと申し

上げておきます。

私達が直面している問題の多くは技術者だけで

は解決出来ません。しかしながら、技術者も重要

なインパクトを与えることが出来るでしょうし、

また常識の要素を注入することも可能でしょう。

多くの問題解決には長期展望をもつことが必要で、

我々はその点では政治家にまさっています。

簡単にいうと、日米摩擦の主な原因は図２に示

した通り、不均衡な赤字なのです。

摩擦の主要な原因はアメリカと日本との赤字不均衡である

アメリカの日本との貿易赤字(単位：10億ドル）

１９８５１９８６１９８７１９８８１９８９１９９０１９９１１９9２

５０．８６２．８６１．２５７．８５４．４４６．９４３‘４上昇中

図２アメリカと日本の不均衡な赤字

この赤字不均衡の問題は、道を歩いている人に

直接影響するわけではありませんが、アメリカの

家電製品産業の崩壊､製鉄業の大規模な生産削減、

自動車業界の（国内）市場喪失などは誰でもが認

めている所です。

その結果として、経営者にとって支払いの困難

な、高給を取る人々が失業している事、また毎日

の生活のあらゆる分野にアメリカ製でない製品が

氾濫していることが容易に目につきます。

もう一度簡単に言えば、アメリカの飛行機、コ

ンピューター、農作物のj愉出では自動車、（自動車

部品)､家電製品のコストの埋め合わせが出来ない

ために赤字をかかえているのです。

これはなぜアメリカにとって悪い事なのでしょ

うか。

高給で生産的な仕事の喪失は生活レベルの低下

につながり、膨大な赤字は我々の経済的独立と政

治的指導力を脅かすからなのです。

これはなぜ日本にとって悪い事なのでしょうか。

健全な貿易相手国をもつことは非常に重要です。

アメリカが深刻な経済問題を抱えれば、それはも

はや魅力ある市場ではなくなり、保護貿易主義が

台頭する事になりかねないのです。そうなったら

短期間にトヨタ、日産､松下､、あるいはソニーは、

一体どこに彼らの製品を売るべく別の市場を見つ

けることが出来るのでしょうか。

自分自信の問題を他人のせいにするのは簡単で

す。

アメリカの政治家の多くは、その経済的苦境を

「世界を制珊せんとする悪魔のような日本の策略」

であると非難しています。日本株式会社は－致協
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力してマスタープランを練り、特定の業界を選ん

でそれらを育成し、保護しています。これら特定

の業界、例えばコメの輸入は完全に禁止され、さ

らに履物業、建設業、法律業などに関してはほと

んど乗り越えが不可能な非関税障壁がもうけられ

ています。日本企業はダンピングによってアメリ

カ市場に進出し、市場占有率を高め、競争相手を

破滅させるか弱めるかし、最後に支配しようとす

るものだと信じられています。

そうするについては、彼らは安い資本と、アメ

リカでは不可能な会社内部での縦横自在な協力関

係、さらに政府からの非常に有効な援助にたすけ

られています。その他の要因としては、教育レベ

ルの高い、･協力的で、我々の間で否定的な意味で

いわれてきた従順な労働力と、献身的で義理堅い

経営陣があります。日本では低賃金はもはや問題

として存在していません。

日本側には、日本のやり方は要するに優れてお

り、日本の品質は車であろうと工具であろうとゴ

ルフ・クラブであろうと、更には雪でさえも元々

優れているのである、という信念が存在します。

アメリカはきちんと組織化されていない人々の集

団で、太っていて怠けものである、彼らは弱虫で

基本的にはすべて自業自得なのだという訳です。

ここには、アメリカ経済の崩壊、あるいは一様

にみられる景気後退がデトロイトやピッツバーグ

のみでなく、豊田市や名古屋の仕事をも脅かすか

もしれないという事実は考慮に入っていません。

これら二通りの見解は一種の風刺ですが、考え

させられる真実を含んでいます。

アメリカの方では、主として日本との競争の結

果として、多くの主要産業が崩壊したり、その他

の産業が損害を蒙るのを見てきています。

同時にコメ、靴、電信装置、自動車、建設業な

ど、日本への輸出業者となりえる人々の欲求不満

は非常によく、よすぎるくらいに報道されていま

す。

もし東京に住んでいるとしたら、私はアメリカ

基準にあわせた左ハンドルの車は勿論買わないで

しょう。しかしながら､キリンやサッポロの缶ビー

ルがボストンより大阪の酒屋での方が高いという

事実、あるいはロサンジェルスでは日本製のゴル

‘’

フクラブが東京での半額で売られているという事

実は説明を要するかもしれません。

日本のディスカウント．ストアでさえも、日本

製のカメラはアメリカで買うより20％から40％高

い事が多いのです。同様にマツキントッシュのコ

ンピューターは、東京で買うとニューヨークに比

べ２倍近いお金がかかります。しかし私達はリー

バイスのジーンズやさぐらんぽやワシントン州か

らのりんごなどの値段については一言も口をはさ

んでいないのです。

日本の労働者やサラリーマンは先進国の中では

最もながい労,働時間を持っています｡(ついでなが

ら、アメリカはこの点では２番目に位置していま

す｡）

日本人は生活水準が何年かの間に､ゆっくりと、

しかし確実に上がっていくのを経験し、アメリカ

が、広いスペースや長い休暇などを含む、より高

い生活水準を享受しながら、市場の損失を嘆いて

いる事や、日本の水準に達していない、その製品

について軽蔑の感をもっています。製品の質につ

いての、この観測は一部事実であり、一部は明ら

かに間違っていますが。

どうしてアメリカ人は、店を開く場所やコメそ

の他の農作物の輸入、建築の請負や公共施設関係

の契約に関して取締まりの法律を持つ日本人の生

活にあれこれ口を出したがるのでしょうか。

ソロモン風の判断を示し、これらの文句のそれ

ぞれの非難引受先に矛先を向け、それぞれに問題

解決のための課題を割り当てるというような事を

してみたら、おもしろいかも知れません。

しかし、それは私の意図するところではありま

せん。むしろ、アメリカ人はそうした非難の多く

の部分を引受けるべきであるし、もっと大事な事

は、必要とされている変化を招来させるために、

アメリカはもっと重要な役割を果たすべきである

という事を申し上げるにとどめたいと思います。

しかし、これも人生の他の事柄と同じく共同事

業であるべきです。

何故いま技術者が重要な役割を果たす事ができる

か

以下にあげる理由から、技術者も、これら必要

〆可
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な変化をもたらすために、重要な役割を果たすべ

きだと思います。

(1)争いのもとである車、鉄鋼業、家電製品、コ

ンピューター・チップ、航空機などは非常に重

要なテクノロジーおよびエンジニアリング上の

内容を含んでいます。実際のところ、農,作物あ

るいは（ロック･ミュージックやヴィデオ？）

などの文化製品だけでは赤字は決して解消しま

せん。

(2)技術は非常に明確な知的訓練であり、科.学の

原理や実践は、社会のありかたが違っても万国

共通です。従って、もし問題が技術という見地

から述べられた場合、共通の基盤が、より容易

に見いだされるかも知れないのです。

(3)最後に、同様に重要なことは､ＮＡＥもジャパ

ニーズ・エンジニアリング・アカデミーも大変

新しく、しかも大変影戦力のある組織だという

ことです。よって実際行動にあたって、より柔

軟性をもつことが可能であるかもしれません。

さてここで、この講淡における主要事項を述べ

させていただきます。

2．産業競争力

我々の社会では標語が重要な役割を果たしてい

ます。現在の状況の中では産業競争力とは、産業

活動において、アメリカが支配力を失うかもしれ

ないという我々の恐れを意味する傾向があります。

ご覧の表はニューヨーク・タイムズからとった

ものですが、主要産業における活動状況を示した

ものです。

表１アメリカ産業：競争力は？

強い職力有弱い撫愈いしほとんど鋪
バイオテクノロジー

（ドラッグ発見テクニックなど）X
fu子部品

（マイクロプロセッサー）Ｘ
（メモリー・チップ）Ｘ
（シリ コ ン ） Ｘ
（スーパー コンダクター）Ｘ

エンジニアリングおよび生産
（TQM､製造デザイン窟ど）Ｘ
（先端熔接技術）Ｘ

Ｘ
ｴJ蕊納Ｉ雛機懸

（電気モーターおよび駆勤など）Ｘ
（半燃料経済エンジン）Ｘ
（ロケット推 進）Ｘ

情報技術
（ファイバー・オプティックス）Ｘ
（人口知能、コンピューターなど）Ｘ

（TheNewYorkTimes,SulX1ay,julyl9,1992）

これによると、アメリカ製品は薬品、バイオテ

クノロジー、情報技術に強く、製造業、家電製品、

そして多くの関連産業などで弱いということがわ

かります。

この中に鉄鋼業が入っていないのにご注目下さ

い。「統合鉄鋼業｣は、その多くの企業が倒産する

か、一部ないし全部が外国企業に所有されている

かで、ずっと前に消滅しています。

しかし､最近現われたNucor,Chaparall,North

Sta1･Steelその他の「ミニ工場」は技術面での指

導的立場にあり、生産性の面では世界の指導者の

地位にあります。

もう一つ注目すべきは、高速路面輸送が含まれ

ていない事です。日本では新幹線が、フランスで

はＴＧＶが現実のものとなっているのに対し､アメ

リカにおいては計画段階にも達していない状態な

のです。

自動焦点カメラ、カムコーダー、テレビなど多

くの技術はアメリカで「発明」されたにも関わら

ず、商売上の成功による利益は日本企業に吸い取

られてしまったというのが、アメリカでの一般的

な見方です。

同じような不満が1950年代及び60年代にイギリ

スに於てアメリカの商用ジェット機等に対してあっ

た事がありました。イギリスの現在の経済の状態

を考えると、これはかなり縁起の悪い事です。

アメリカの競争力の明らかな低下については、

多くの才気溢れる人達によって分析されてきまし

た｡すべてをくまなく包括したとは言いませんが、

非常に重要なものとしてはＭＩＴの出版による｢メ

イド・イン。アメリカー,、レスター。ソローの著書、

クライド・プレスコヴィッツの「チェンジング・

プレイスイス｣、更にはナショナル・リサーチ・カ

ウンシルとＭＩＴのジャパン・プログラムによる多

くの優れた出版物をあげることが出来ます。

しかしながら、これらの論説や報告書のほとん

どは、テクノロジーをあつかっているにもかかわ

らず、経済学者、政治学者、経営専門家によって

書かれているのです。技術者は補助的な役割を果

たしているに過ぎないのです。

同様な事柄は､ＮＲＣにより、半導体産業におけ

る日米戦略同盟を評価する目的で行われた最近の
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研究にもみられ、将来の筋書きを探し求めるうえ

での主な焦点として次のような事項があげてあり

ます。重要と思われるものから順に並べてあると

思われます。

－交換レート

ー資本コスト

ー製造業

一投資環境

一アジアの市場

一アメリカの市場開発努力

一デザイン強化

一規格

一アジアの同盟

研究開発や商品開発は重要な要因とはされてい

ないようです。

過去20年間にわたる円ドル交換レートは、１対

３の比率によって変わったが、２国の経済関係に

実質的な影響を与える事はなかったということに

注目すべきです。

アメリカの低い競争力の根本原因として、いく

つかの犯罪的要因があげられています。これらの

要因の多くは互いに関連しています。

高い資本コスト

日本に比べて非常に高い資本コストは研究や資

本投資を弱める傾向にあります。事実、アメリカ

における資本投資や民間の研究開発への投資は、

日本やドイツに比べると遅れをとっています。

政府と産業界の貧弱な関係。産業政策の欠如

「スローガン」－政府の規制反対.／政府は

実業界から出ていけ／これらはアメリカではよく

きくスローガンです。政府の規制というものは、

ソヴィエト共和国の崩壊でも証明されたようにう

まくいかないものですが、全く束縛のない自由競

争体制への独善的な固執も同じように悪であると

いう事を示す、説得力をもった証拠もあります。

結局の所、「裸｣のあるいは拘束のない資本主義と

いうものも醜い面をもっているのです。

即ち、ほとんどの先進国では当然だとされてい

る「社会的安全網」がアメリカには無いこと、未

成年労働、社会に重大な影響を与える貧困階屑、

６

失業問題、浮浪者の存在、医療手当ての欠如、上

層への移動可能性の低下などを拳げることが出来

るでしょう。

実際、日本やドイツのように終始かわらぬ成功

をおさめている工業国では、広範な政府規制が存

在し、更には、多くのケースで、政府と産業界の

積極的な協力関係が見られます。太平洋の「４匹

の虎」の目を見張るような成長ぶりも、政府と産

業界の緊密な関係によって達成されたものなので

す。

勿諭、これを成功させるためには、高水準の計

画、有能な公務員、そして適切な継続性が必要で

す。

アメリカの企業の多くの幹部は、国民皆保険制

度について（医療の社会主義化だとして）強硬に

反対した一方で、益々増大する従業員の健康保険

のための出資金を出ししぶっています。勿論、多

くの経営者は、自由競争の名のもとに、企業の出

資をやめるか、少なくとも減額し、あとは従業員

に自力でなんとかやらせようとするのでしょう。

アメリカ的経営の短期的精神構造

この事実はよく引合に出されますが、この問題

の重大性は、ほとんどの人にはよく理解されてい

ないのではないかと思います。さもなければ､とっ

くに何らかの具体的対策が取られているはずです。

我々は、せっかちに充足を求める時代にいるわけ

です。経営ヴィジョンの欠如を引合に出して、特

定の個人を責めるのは意味がありません｡（もしか

したら、意味があるのかもしれませんが｡)それよ

りも、根本原因を明らかにすべきでしょう。

大企業精神と二重の断絶

一般的にいって、アメリカの中小企業では、そ

のオーナーが現場にいて、自らの長期的利益を守

るべく、よく管理をすると考えられています。こ

れは将来計画の存在と従業員との良好な関係をも

意味します。

ほとんどの大企業では経営陣が自分個人にとっ

て重要な意味のある財-産をその企業に投資してい

るという事はありませんが、にもかかわらず株主

の利益を代表することになっています。しかしな

〆間
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がら、株主というのは彼等自身としては独自の明

確な集団を形成してはおらず、投資信託や年金基

金といった金融関鰯係集団に組み込まれる傾向にあ

ります。

このように企業の所有者と実際に運営にあたる

者との間に間接的なつながりしかない事、あるい

は、ほとんど連係がない事は深刻な問題です。こ

の事実は統計や無味乾燥な経済データからは簡単

には読み取れません。

しかしながら、所有者にしっかりと管理されて

いる会社や､モトローラやデュポンなどの強い｢家

族の紳」で結ばれている会社は市場で継続的に他

をしのぐ能力を発揮するのです。

投資信託や年金基金のマネージャー達は短期的

な業績に基づいて評価され特定の株には忠誠心を

もっていません。実際、適当な時期に「職を変え

る」のは有能なマネージャーである事の証となる

のです。

こうした、会社の所有者に代わって資金運用の

任にあるマネージャー達は財.務諸表を読むことに

は長けていますが、事業の本質については全くわ

からないか、あるいは現場にいる所有者ほどにも

わかってはいないでしょう。

再度申し上げますが、大企業のマネージャー達

は短期的な株の状況に基づいて評価され、報酬を

受け取ります。

このような職仕事では異動が激しいので、短期に

業績をあげるのは望ましいばかりでなく、欠くこ

とのできないものなのです。長期プランがいかに

賢明で洞察の深いものであっても､そのマネージャー

自身は、それが実った時には、もうそこには居な

いかもしれませんから◎

同様な事柄として、マネージャーが短期的、即

効的に自分を助けてくれ、よく見せてくれるよう

な部下に価値を置くのは理にかなった事なのです。

予防保全を唱えたり、何年もかかって外国語を

修得するような部下よりも、ちょっとしたシャレ

た発表用のチャートやアニメーションを作れたり

する部下の方が高く評価されるかもしれないので

す。

これは又、歪められた価値観や冷笑的な態度、

士気の欠如につながっていくのです。

こうした事柄の結果、大企業の多くの従業員は

会社の長期的利益には反するような行動を取らざ

るを得なくなるのです。会社の利益を考える．と自

分自身の個人的利害と反することになる事がある

からです。

この「二重の断絶」は、明らかに無能な経営者

が、自由経済においては解雇されたり左遷された

りするのが理にかなっているはずの場面で、そう

はされずに、極端に高い報酬がはらわれるという

事態をよく説明しています。

経営訓練一ビジネス・スクール

誰にきいても大変きちんと経営されている産業、

製造企業をもつ日本やドイツに正式なビジネス・

スクールの伝統がないというのはおもしろい事で

す。それとは反対に、アメリカの企業では、正式

なビジネス・スクールを、一流校であればもっと

望ましいのですが、卒業したという資格はトップ

に登りつめるための必須条件となっています。

私にしてみれば、経営や資金運用に関して一般

原則なるものが存在し、そうした知識をもってい

る事の方が、当該のビジネスの本質や細目に徹底

的に通じている事よりも重要であるとする考え方

は馬鹿げていると思えます。

それは、数学の教え方については専門家だが、

数学そのものについては何もわかっていない数学

教師を雇うのと同じことになります。

財務諸表というのは、企業の種類に無関係に、

一様に投資に関連した価値と利潤を示すものであ

り、形式的な投資戦略も同様なものである事は容

易にうなずけるところです。このような「数字に

よる」経営は魅力あるものかも知れません。なぜ

ならそれは数字を、定則や、あるいは、けばけば

しい多彩色のコンピューター・プログラムに置き

換える際、入りくんだ質問を減らす事になるから

です。

しかし、このような数字のみによるアプローチ

は重要な点を見落とすことになります。

企業や技術、事業の人的要素や．世界の市場とそ

の展開に関する深い知識を獲得するには長い学習

期間が必要です。

経営の教科書を単に機械的に読むと、短期間に
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利益を上げるのには研究費を削り、従業員への支

払いを減らすのが一番だと書いてあるでしょう。

（勿論マネージャー達の給料を減らせとは書いて

ありません／）これは特に不景気の時の標準的な

経営慣習になっています。長期的に見て望ましく

ない結果、例えば士気の低下、有能な社員の損失

などは、ずっと後になってから明らかになるので

す。その頃にはマネージャーは別の職場におり、

そこで「良い仕事」を続けていることでしょう。

技術関係企業の上層部における（経営学修士）

ＭＢＡの優勢は不可解にみえるかもしれませんが、

現実に圧倒的多数のＭＢＡが存在しているという

事が、その優勢を永続的なものとしているわけで

す。

アメリカの一流企業500社の社長･最高経営責任

者のうち、３４％はマーケッティングから、２５％は

金融関係から、２４％が全般管理胸からで、わずか

４％が製造や開発部門からとなっています。

表２アメリカのトップ500社における

社長。最高責任者の出身部門

３４％マーケッティング

２５％金剛Ｉ

２４％全般管理

４％製造／開発

ＭＢＡをもつ人達は技術関係の事柄にも通じてい

なければならないと言われてきていますが、多分

その逆が真なりでしょう。つまりビジネスの知識

を持つけれども、それに圧倒されてしまわないエ

ンジニアが必要なのです。

うわくだけの技術関係の知識を持つＭＢＡは、

我々技術者がこうした問題を実際には解決できな

い場合でも、解決できるかのような錯覚を作りだ

し、大変非生産的である可能性があります。

人的資源、労働力、商品

日本では大企業に働く労働者には終身雇用の保

障があります。

ドイツや、（イギリスを除く）西欧諸国では工場

を閉鎖し､従業員を解雇するのは非常に困難です。

こうした長期に亘る雇用関係は、大きな利益をも

たらすことが出来るのです。こういう関係は多く

のアメリカ企業のマネージャーにとっては、自分

８

自身が解雇の危機にひんしている場合を除いて、

いやでたまらない事でしょうが。

長期に亘る雇用関係のあるところでは、労使の

双方が長期プランをもたなければなりません。自

己啓発のための教育や社内のトレーニング・プロ

グラムが非常に魅力ある自主活動となります。労

使が互いに「運命を共にしている」と感じるから

です。

日本の企業では、しばしば技術者や科学者を、

必ず、その後会社へ戻ってくるという確信をもっ

て、海外研修に出します。アメリカでは、そうし

た人達が古巣へ戻ってくるという保証はずっと少

ないのです。

つい最近まで、会社の人事というのは、経営問

題の重要な部分であるとは考えられていませんで

した。ホワイト・カラーをも含めて、労働力とい

うのは必要な時に手に入れ､不要になれば捨てる、

商品のようなものと見倣されていました。労使は

本質的に敵同士であり、･協力しようとせず、むし

ろ、お互いの弱点を利用して「短期間にもっとも

利益率の高い取引_,をしようとする間柄であると

考えられているのです。従って、製品の需要が高

まっている時は従業員がストライキをするのに良

い機会であり、失業率の高い時は経営者側が給料

を減らし、福利厚生費を削除する絶好の機会とな

るのです。

これらすべては極めて冷たい関,係を意味し、あ

る意味ではとがむくきものです。しかしながら、

こうした物の考え方はレスター。ソローが英米風

ビジネス方式であると明確に定義しました。過去

数十年間の経験に照らしてみると、イギリスは、

反面教師としての役割以外は、ほとんど果たして

いないのです。

この脈絡からみると､従業員を解雇する一方で、

経営者には莫大なボーナスを出すというアメリカ

の自動車会社によってとられてきたやり方は、す

さまじいと同様、論理にもかなっているのです。

ポイントは、忠誠心や創造力、長期に亘る事柄に

関する決断などの、目にみえない要素は計量化し

たり、貸借対･照表にいれることは容易ではないと

言うことなのです。

幸いな事に、すべてのアメリカ企業がこのやり
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方をとっているわけではありません。実際、多く

の一流企業が、よい時には利益を、悪い時には｢痛

み｣を分かち合っていると自負しています｡ヒュー

レット・パッカード、ＩＢＭ、３Ｍ、ジョンソン。

アンド･ジョンソンなどは不景気の時も解雇せず、

優れた労使関係を維持しています。ニューコーや

シャパレルなどは、その高度に能率化した経営組

織や従業員への権限委譲によって産業界のモデル

となっています。

表３アメリカにも優れた労使関係を維持している

一流企業がある

ヒューレット．パッカード

ＩＢＭ

３Ｍ

ジョンソン。アンド。ジョンソン

世界でもっとも効率よく営業されているスチー

ル会社のひとつであるシャパレルには950人の従業

員がいますが、この中にはたった２人のＭＢＡし

かおらず、しかも両者共に会社幹部ではありませ

ん。刷新テクノロジーのリーダーであり、高度に

効率よく鉄鋼を製造しているニューコー。スチー

ルには4500人の従業員がいますが、１５人のみが

ＭＢＡ保持者であり、そのうちたった２人が幹部職

についています。

これらの事実や認識から引き出した、私自身の

余り科.学的でない結論はと言えば、産業競争力と

いうものは、量的にあらわすことの出来ない多く

の要因に左右されるという事です。

技術的な力量もある、啓蒙された経営陣、教育

程度が高く、向上心溢れる協力的な労･働力は、支

援を惜しまない政府や、良好な投資環境と同様欠

くべからざるものなのです。

単にテクノロジーにお金を使うだけではだめです。

1970年代から1980年代前半にかけてＧＭは､既

存の設備を最新のものにするため、仮にトヨタや

日産が売りに出されていたとしたら、それを買え

るほどのお金を費やしました。

日本企業の経営哲学は日本社会では明らかに成

功していますが、これが国際的な場面でどう作用

するかは余り明らかではありません。勿論、長期

計画の作成、品質への細心の注意、従業員を大事

にする事などの基本方針は、･世界中どこでも価値

のある事です｡しかし､海外における日本のマネー

ジャー達は、外地の言語や習'慣の違いなどをみっ

ちり勉強しているにもかかわらず、その地の同僚

や部下の彼等のやり方への反応を見て困惑してい

ます。

アメリカでみると、日本人はブルー・カラー従

業員にとっては優れた雇い主ですが、プロフェッ

ショナルの人々の長期的キャリヤの展望という点

からは疑問が残ります。昇進の頭打ち、女性や少

数民族への配慮､日本企業に外国のプロフェッショ

ナルがどうやって溶け込んで行くかなどの問題が

あります。

さて次は、私としては、もっと話しやすい話題

である研究と教育の問題に移りましょう。

3．研究

研究開発というものが技術進歩の活力の元であ

ることを強調する必要はないと思います。

研究の分野は基礎研究と応用研究に分けられま

す。もっと正確にいえば、一方は新しい現象を発

見するための研究、もう一方は、これらの発見を

実際面でいかに応用していくかを追及していく研

究です。

表４に要約したのは、研究に関するいくつかの

一般的な認識です。

表４日本とアメリカの研究実態比較

１.日本は応用研究と開発に､アメリカは基礎研究に優

れる。

２.日本では産業界の研究機関が､アメリカでは大学が

主たる貢献をしている。

３.民間レベルの研究費はアメリカが大幅に低い。

４.ＧＮＰに占める研究費の割合は；アメリカ－４位、

日本一３位、ドイツ－２位､スウェーデン－１位。

１．アメリカは基礎研究に優れ、日本は応用研究

と開発に優れている。

２．アメリカでは大学がすぐれた基礎研究を提供

し、日本では産業界の研究機関が主たる貢献を

している。

（この事は重要な結果を導きます。というのは

大学というものは情報の公開を使命とする開か

EAJInformationNo､32／1993年3月９



れた場所であるのに対し、産業界の研究所とい

うものは、その本質からして情報を隠匿する傾

向にありますから)。

３．アメリカ、日本、ドイツのＧＮＰに占める研究

費の割合はほぼ同じだが、民間レベルの研究費

をとってみるとアメリカが大幅に低い。

４．ＧＮＰに対する研究費の総計の割合をみると、

アメリカは第４位、日本は３位、ドイツは２位、

スウェーデンが１位となっている。これから軍

事関係喪をひくと、アメリカは10位におちる。

さらにすべての政府関係費をひくと、アメリカ

は先進国の中で最下位に近い23位までおちる。

（レスター｡ソロー、「ヘッド。トゥー｡ヘッド｣、

ワールド・エコノミック・フォーラム、競争力

に関する報告書、1991年、より引用)。

ＮＲＣによる「学習と研究開発組織」と題された

最近の優れた報告書も大変有益な情報を提供して

くれます。

これらの豊富な情報の中から、以下の３つの項

目について個人的な見解をのべさせていただきま

す。

3.1大学に於ける研究

3.2産業界に於ける研究

3.3政府研究機関に於ける研究

3.1大学に於ける研究

バークレー、コロンビア、コーネル、イリノイ、

ＭＩＴ、ミシガン､スタンフォード(これはアルファ

ベット順です）その他のアメリカの研究重視の一

流大学が、世界的な影響を持つ基礎知識を生みだ

しているということは広く認められています。

最近ナショナル・アカデミー・オブ・サイエン

スの会長であるフランク°プレスは次のような反

語的疑問をなげかけました。

以下にあげる先端技術の共通項は何か。

一ハイブリッド穀物

一バイオテクノロジー

－デザイナー・ドラッグ

ー磁気共鳴イメージ

ーペニシリン

ー多くの重要な工業用触媒

、

－コンピューター制御の工作機械

一デジタル信号処理

一最新コンピューター

－周波数変調

一メーザーとレーザー

－イオン注入法

一コンピューター・ワークステーション

－プラズマ。エッチング

ーRISCコンピューティング

－ワード°プロセッシング

－イメージ・プロセッシング

一計器着陸方式

一ＡＯＤ製鋼

正解はこれらすべてが、その着想、開発､実証、

あるいは実践にあたって大学が重要な役割をはた

した発見であるということです。多くの場合は基

礎研究の全く予期しなかった結果で、商業的応用

の可能性については考えていなかったものです。

アメリカの主要な大学における研究は、非常に

生き生きとした活気溢れる活動で、･世界の他のど

の場所とも比較は出来ません。この研究活動はお

おむね良い支援をうけています｡（もっとも現在い

くつかの問題に直面しつつありますが）大学では

形式張ることもなく、相互協力への障害も少ない

のです。

ミシェル・バウンダートは「良き研究というの

は組織だった瀧沌である」と書いています。

学生をある特定の型にはめこむかわりに、個人

個人の発達が奨励されます。ほとんどの研究プロ

ジェクトは明確に定義された目標がありますが、

他の道を探索することも大いにやります｡(これは

密輸とかスカンク仕事とか呼ばれています｡)もち

ろん最低限の義務は果たしていますが。

若い助教授達は自身の研究分野を開発するよう

奨励されます。先輩の教授から全く独立した形で

研究分野を開発できなければ、彼等が主要な大学

で成功することは望めません。柔軟‘性のある研究

所や技術集団を通しての諸学提携の共同研究も奨

励されています。ほとんどの大学は極めて国際的

で、教授や大学院生などは世界各国から集まって

います｡出身国が違うことによる障害などはなく、

英語になまりがあることもハンディーにはなりま

岸司、

律田、
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せん。アメリカという国はこうした点で非常にユ

ニークなのです。

技術分野の教授達は事業家としての腕も期待さ

れ、産業界のコンサルタントとして活躍すること

も奨励されています。そして研究結果から金銭的

利益が得られるかもしれないのです。これがうま

くいけば、実際しばしばうまくいくのですが、研

究成果は産業界に伝えられ、新しい産業を起こす

核となるかもしれないのです。

現在の不況で少し傷ついてはいますが、ボスト

ン郊外の128号線やサンフランシスコ郊外のシリコ

ン。ヴァレーなどは活動的な大学環境が何を産み

出すことができるかという事を示す記念碑です。

また研究成果と同じ位重要なのは若い修士号や

博士号の取得者、博士号所有の研究員で、彼等は

このプロセスの結果、大学から出現する存在で、

技術の即刻伝達のための用意ができています。

東大、京大、阪大、名古屋大、東北大その他は

別としても、日本の大学に於ける研究は余り支援

を受けていませんし、研究自体もずっと弱いボル

テージで進められる傾向があります。

現実の日本の大学組織では権威が正教授の手に

あり、正教授になるまでには45才から50才位には

なっているので、すでに独創的な閃きが消えてし

まっている場合もあるのです。

もちろん、これにも例外はあります。先輩教授

達のある人達は後継者を奨励育成し、ある場合に

は、３０代後半というような若い研究者に教授職を

与えています。私自身の専門領域について言えば

浅井教授（名古屋)、吉田教授（東大)、大中教授

（大阪）などの方々がこのカテゴリーに含まれ、

他にも多くの例を挙げることができます。これは

もっとも生産的且つ独創的な研究結果となってあ

らわれるのです。さらに、多くの学者は60才を過

ぎても独創的な精神を保持しています。私自身も

そうありたいものだと思っています。

日本の大学にも外国人大学院生、博士号所有の

研究員、あるいは少数の客員教授がいるにはいま

す。（私自身も数年前に松縄教授の御招待を受け、

客員教授として大阪大学におりました。松縄教授

は極めて寛大で親切なホストでした｡)しかしなが

ら、主要国立大学には終身雇用のスタッフとして

奉職している女性や外国人の教授が多くいるとは

思えません。

日本の大学における主要な研究成果は修士論文

あるいは研究員の研究によりますが、これにはも

ちろん限りがあります。企業は修士号取得者を好

んで採用し、企業内訓練を施すのです。

日本とアメリカの大学で行われた研究の量と質

の本質的な相違は、基本的な不均衡を両国の間に

生みだしています。日本でもアメリカでも大学と

いうのは開かれた場所で、訪問者を歓迎していま

すが、現時点では日本の方がこうした相互訪問か

らより多くの利益をひきだしているのです。さら

に、アメリカからの訪問者には大きい言葉の問題

があります。これは我々アメリカ人が何とかしな

ければならない弱点です。その結果として、全く

驚くにはあたらないのですが、アメリカの大学に

は多くの日本人大学院生や博士号所有の研究員が

いるのに対して、日本にはほんの一握りのアメリ

カ人の大学院生や研究員がいるのみです。

大学における研究と教育の問題は切り離すこと

が出来ませんので、この問題については後ほど述

べさせていただきます。

最近のＮＲＣ主催の会議で日本人参加者からも

認められた通り、アメリカの大学の基礎研究成果

の入手の機会に関して言えば、日本はrただ乗り_’

をしているというのが一般的な見方です。

３．２産業界に於ける研究

日本においては標準的な研究開発機能にくわえ

て、多くの草分け的基礎研究が企業によってなさ

れているというのは一般の評価するところです。

多くの大企業は、新日鉄のフロンティアーズ。オ

ブ・サイエンス・アンド・テクノロジー・ラボラ

トリーのような「基礎研究グループ」を抱えてい

ます。日本では、産業用研究の多くは産業界自身

が財･源となっているということはよく知られてい

ます。アメリカでは宇宙産業や軍事産業用の研究

用基金の重要部分は政府から提供されています。

日本の産業界における研究開発にすぐれて好適

な環境をもたらしているのは､その終身雇用制度、

目標にむかっての長期的献身やチームワークなど
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です。終身雇用制度は長期的なキャリヤ・プラン

をたてる事、社内教育に莫大な投資をする事、あ

るいは研究部門のスタッフが製造部門へ動いたり、

その逆をする事などを可能にしています。そうし

た結果、研究開発部員と製造部門のスタッフとの

間にすぐれた個人的関係が築かれ、研究成果を現

場へすばやく移植することが可能となるのです。

日本とアメリカとのやり方の違いは、伝統的な

製造業の世界で特に顕著です。例えば、鉛、銅、

鉄などの研究機関はアメリカでは、少数の例外を

除いて、ほとんど消滅してしまいました。日本で

は、それらは大変うまく素材研究機関へと移行し

ています。三菱マテリアルがそのいい例ですが、

銅の抽出技術を、銅や銅の化合物を使った先端技

術や半導体への応用に使用し、素早く転換をとげ

たのです。三菱マテリアルでは、昔ながらの銅の

製練関係の研究がシリコン・クリスタルの新しい

製造方法を開発する仕事と平和裡に共存している

のです。アメリカの商品タイプ別材料研究の領域

で注目に価する例外はアルコア、コーニング・グ

ラス、オーイング・コーニング・ファイバーグラ

スなどで、これらはこの分野の世界的リーダーと

して数えることができます。

アメリカの産業界においては、研究というもの

は「賛沢」あるいは「間接費」と見なされており、

財務中心の考え方をする経営者にとっては筋が通っ

ていることかもしれません。しかし、これは悲劇

的な誤りです。そうした経営者は、不景気の時に

は研究費を削り、業務実績の悪い従業員ばかりで

なく、その時点では価値がないと思われる仕事に

かかわっている部門やグループをすべて．切ってし

まうという「短絡的」な行動に出ることになるわ

けです。過去数十年の間に、軍事とは無関係の研

究開発は大幅に縮小され、それと同時に、予算が

長期の研究のためよりは、対症療法費や修繕費へ

優先してつかわれることになったのです。

この数十年の間、アメリカの産業界の研究開発

は圧倒的に軍事関係の事柄に関しておこなわれ、

この方法から豊かな資金の集まる分野は最良の科

学的頭脳、最良の若い卒業生をひきつけてきたの

です。多くの軍事関係の研究は、経費よりも（現

実のあるいは知覚された)性能に焦点があるので、

Z２

研究のプロセスよりは成果に目がいっているので

す。そうした研究の結果として、構造セラミック

ス、複合材料｡、金属ガラスなどの極限材料や大型

並列プロセッサーなどの華々しい着想が出、開発

がなされてきたのですが､軍事的目標への偏向は、

アメリカ産業界の競争力を強めたというよりは弱

らせたということは明らかです。

重要な事項すべてをカバーする余裕がありませ

んが、コンピューター・ワークステーションやソ

フトウェア関連産業のめざましい成長を可能にし

たのは、技術的背景のある企業家をかかえた、極

めてアメリカ的な開発過程があったことを強調す

べきだと思います。ここでは着想の追求、研究開

発、アイディアの実践と生産は極めて短期間に遂

行されなければならなかったのです｡この点では、

アメリカが優れた指導的地位にあると私は確信し

ております。

３．３政府研究機関に於ける研究

日本にもアメリカにも技術分野の研究にたずさ

わっている重要な政府の研究機関があります。日

本では、これらの政府研究機関は、日立、松下、

東芝、三菱､新日鉄などの巨大な、資金の豊かな、

大企業のもつ研究所のおかげで影が薄いようにみ

えます。アメリカには、ＮＩＳＴ、オーク。リッジ、

アルゴンヌ、サンデイア、アイダホ＝ＮＥＬなど、

大規模で大幅な援助も享受している政府の機関が

あります｡ＮＩＳＴ以外は､こうした政府機関のほと

んどは、最初は原子力あるいは軍事関係の研究の

ために設立されました。これらの機関の一般分野

への移行は、産業界と大学の参加もあり、良い結

果をもたらしつつあります。政府研究機関につい

ていえば、日本とアメリカの間には幾分不均衡が

あると言えるでしょう。アメリカの政府機関は資

金も多く、設備も豊かで、アメリカ産業界に貢献

する大きな可能性をもっているのです。

4．教育

教育に関しても、アメリカと日本には大きな不

均衡があります。教育は東洋では大変大事にされ

〆E説
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ている事柄ですが、それはイギリスやアメリカな

どのアングロ・サクソンの社会には当て縦まりま

せん。日本では「先生」という言葉は敬意、尊敬

の念を含んでいます。アメリカには「出来る者は

やりたい事をやれ、出来ない者は先生でもやれ」

という言い回しがあります。不景気の時には教育

費を削減し、教師を解雇するのは珍しいことでは

ありません。

簡単に手に入る膨大な統計で皆さんを退屈させ

るのはやめて、ここで一般事実として受け入れら

れている事柄を述べてみたいと思います。

(1)日本の小中学校の教育は非常にしっかりして

いる。入学試験を受ける高校生はよく準備が出

来ており、国際アチーブメント・テストの点数

も大変高い。

(2)一流大学への入学許可は厳しい客観テストの

結果与えられ、そのテストの結果が入学許可の

唯一の基準である。

(3)小中高等学校に於ける受験地獄とよばれるほ

どの集中学習は、大学に入るやいなや緩慢にな

り、入学さえすれば卒業はほとんど自動的であ

る。

(4)大学院教育は日本ではあまり盛んではない。

事実、博士号取得者は比較的少数である。博士

号所持者は産業界からは余り歓迎されず、多く

の．博士号取得希望者は韓国、台湾、中国など外

国からくる。

アメリカの状況はこれとほとんど逆です。

(1)少数の一流私立学校や、一部の公立学校を除

くと、アメリカの幼稚園から高校に至るまでの

教育は、国家的な恥辱です。この点に関しては

多くの事が書かれてはいますが、解決のための

実効のある方策はとられていません。もし状況

がもっと悪くなれば、アメリカ人学生の国際標

準テストの点は非常に低くなり、文盲ももっと

増えるでしょう。アメリカでは読み書きが出来

なくても、簡単な計算ができなくても高校を卒

業できるのです。

(2)アメリカの大学は、一律に世界最高のレベル

にあり、他の先進国に比べて、ずっと多くの国

民人口が大学で教育を受ける機会を享受してい

ます。大学での４年間に、高校までの教育制度

がもたらした深刻な欠陥をうめてしまうのです

から驚くべきことです。

(3)大学教育のもつ柔軟'性や、教授に簡単に会え

るという事などは、アメリカの大学のユニーク

な財産です。（アメリカには､教授達の教師とし

ての能力を学生達が定期的に採点するシステム

があります｡）

(4)アメリカの大学院レベルの教育、特に一流大

学での教育は明らかに世界一であると自慢でな

く言えると思います。

これらの事実の根本原因と、その結果について

少し述べさせていただきます。大学以前の教育に

関する、日本とのアメリカの大きな違いは、いく

つかの単純な要因に帰することができます。

－｢アングロ・サクソン」社会がもつ教育に対･する

低い評価

一教師の低い経済的社会的地位

一中央統制、基準、適切な報酬制度の欠如

日本の子供達はアメリカに比べ30％以上多くの

時間を学校で過ごします｡加えるに膨大な宿題や、

「塾」で過ごす時間があります。これがやり過ぎ

かどうかについては議論があるとしても、アメリ

カでは勉強時間が充分でないのは明らかです。

日本の教師は報いのある、地域社会の尊敬を受

ける職業です。仕事も安定しており、福利厚生費

も豊かに支給され、大学教授とも比較できるほど

の給料をもらっています｡(これはドイツやフラン

スでも同様ですが、イギリスでは違います｡）

アメリカでは学校予算のわずか５％が政府から

くるのに対し､日本では約半分が政府からきます。

したがって、カリキュラム、教科書、試験などに

関して国の基準が強制されます。校長や上級事務

官には「野心家」や「やり手」よりも教師経験の

ながい人物がなることが多いのです。

カリキュラムは伝統的な価値を強調し、一時的

な流行に屈しない「古くさい」ものであるかもし

れません。スポーツは体育教育の一部として見徹

され、フットボールや野球のコーチの方が校長よ

り大事だと思われるようなことはありません。

日本では学校予算がもっと賢明に配分されてい

るという形跡があります。予算は学校経営や、派
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手な建物を建てるためよりは特定の教育目標のた

めに使われるのでしょう。アメリカでは教育は地

方、地域別に統制されています。民主的に選ばれ

た教育委員が、カリキュラムや、教師の給料.や、

教育長の任命など、教育問題に関して強い発言権

をもっています。日本やドイツ、フランスから見

ると奇異に思えるかもしれませんが、アメリカに

は政府が教育に関して基準を押しつけるというこ

とはありません。そうした事から、お金のあるコ

ミュニティーでは、教育により多くのお金を使う

ことができ､よい学校を持つという様な事も起こっ

てくるわけです。

一方、都市中心部の学校の校長達は、生徒の読

み書きの能力よりは、学校に銃やナイフが持ち込

まれていることの方が、心配の種となることもお

こるわけです。

ここで興味深いことは、アメリカの初等中等教

育には深刻な問題をもたらしている、その独立’性

と中央統制の欠如こそがまさに、アメリカの大学

が魅力ある機能をはたすための重要な基盤となっ

ているということです。主要な研究大学や、アム

ハースト、スミス、ウェルズレー、オバーリンな

どの､主として教育に重点を置いている大学では、

かなりの自律性を享受し、日本の大学が受ける文

部省からの統制のようなことからは自由です。ほ

とんどの研究大学では、予算の実質的な部分は、

学生からの授業料のほかに、研究用基金や、個別

の寄付金､あるいは何らかの財団からの基金によっ

てまかなわれます。これらは、大変魅力ある、活

気溢れる、非常に国際色の強いところです。（アメ

リカの35才以下の技術分野の教授の半数以上はア

メリカ生まれではありません。また､ＮＡＥの常任

会員のかなりの多くも外国生まれです｡）

これは多くのことを意味します。移民の国であ

るアメリカは､技術的に資格のある移民を歓迎し、

彼等が「支配階級」の一部になることを可能にし

てきました。これは非常に大きな刺激を与えるこ

とになりました。同時に、日本の基礎研究に関し

て指摘されている「ただ乗り」と類似の事柄にな

りますが、我々はすぐれた資格を持った人々を、

その中等教育、あるいは大学教育に支払いをする

ことなく、集めることが出来るという結果になっ

Z“

たのです。もしアメリカにこうした道が開けてい

なかったなら、我々はアメリカの中等教育の持つ

問題にもっとずっと早く取り組んでいたかもしれ

ません。アメリカの技術部門の優秀な教授達は、

教育、研究、企業家としての活動を結び付け、現

在､人類に可能な､最もやりがいのある､プロフェッ

ショナルとしてのキャリアを追求することが出来

るのです。

５．要約一技術者に実行可能な事柄は何か

以上述べてきました膨大な量の'情報および論旨

は以下のように要約することができます。

(1)アメリカと日本の収支の不均衡は、お互いの

社会に対する限られた知識と相侯って、二国間

の摩擦の重大な原因となっています。

(2)しかしながら、我々の社会は、貿易および相

互扶助の必要性によって、必然的に結び付いて

おります。さらには、主として、アメリカで過

ごしたことのある日本人の学者達を通じて、個

人的な結び付きが生まれつつあります。

(3)これまでの分析を見てみますと､二国間には、

社会的にも、またそこに住む人間の機能のあり

かたについても大きな違いがあることがわかり

ます。

(4)我々アメリカ人は、基礎研究、企業家精神、

新しい概念の開発、大学教育といった分野で優

れております。

(5)日本は初等中等教育、開発、一般的経営、技

術管理においてすぐれた業績をあげています。

(6)アメリカも日本も、産業界においては、互い

に余り･協力的であったとは言えません◎

何をなすべきでしょうか､又､何が出来るでしょ

うか。多くの問題は、我々自身がつくりだしたも

のであり、我々の手で解決を図らなければなりま

せん。しかしながら、お互いに助け合うことは出

来ますし、また、そうすべきなのです。

言うまでもなく、我々はアメリカの産業競争力

を強化するような状況を案出していかなければな

りません｡アメリカ側についていえば､政府がもっ

と事情に精通し、この問題に積極的に取り組むこ

と、インフラストラクチャーに著しい改善を加え

岸、
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ること、経営者がもっと賢明になること、日本側

についていえば、市場を大幅に開放すること、こ

の問題に関する、より高いレベルでの行き届いた

対応が必要でしょう。

コストの問題に関心のある､実際的な精神を持っ

た技術者として、私は次のようなことを、役に立

つ可能性のある事柄として提案したいと思います。

両国の、各種の不均衡からくる基本的な問題を

解決するには、人間間の相互･協力が重要だという

ことを認識することが大・切です。我々は、日本と

アメリカの技術者が、平等に、お互いに尊重しあ

いながら働くことができる、長期的視野をもとに

した状況を、自覚を持って、つくりださなければ

なりません。最近行われた日米製造業技術イニシ

アチヴやアメリカのナショナル・リサーチ・カウ

ンシルの多くの研究プログラムは、そうした方向

に向け歩みを始めた極めて優れたプロジェクトで

す。しかし、もっと多くの事がなされなければな

りません。

つぎのような事柄が可能性として考えられます。

(1)一流大学で、教授が１年のうちの１，２か月

を客員教授として過ごし（できれば学生の．母国

語で）講義をし、共同プロジェクトに参加する

ようなジョイントの任命制度を確立しましょう。

任命期間は最低５年間とする。ここでは日本と

アメリカの学年度や学期の始まりが、ずれてい

るということが利用できるでしょう。

(2)アメリカと日本の才能ある学生を一定人数、

特別研究員として、両国の教授の共同指導のも

とに研究に従事させる制度を確立しましょう。

(3)産業界にいる上級の研究者を長期間、類似の

産業研究所に、それが実際的でない場合には、

大学に留学させる制度を工夫しましょう。

(4)東京におけるインターナショナル・ハウス・

クラブと並んで重要な役割を果たすようなイン

ターナショナル・テクノロジー。ハウスを関西

なりに設立しましょう。

(5)環境問題、産業生態学、エネルギー保全など

の分野に於いて、アメリカと日本の技術者達が

一緒に長期間働くことができるような、具体的

な目標を掲げた共同企画をたてましょう。

これらは、すべて、長期プロジェクトだという

ことを強調すると同時に、日本の皆さんにとって

妨害物となる様なものには、なるべきではないと

いうことも申しあげたいと思います。

これらは重要な問題であり、その解決は両国の

利益のみならず、世界の安寧にとっても非常に重

要です。われわれは、これらの問題を解決する能

力をもっており、実際的、実用的な考え方を持つ

技術者としては、この事に心を傾けるべきだと思

います。

本日は、長い間有難うございました。（拍手）

追記：この日本語原稿は私の今回（1992年９

月）のジャパニーズ・エンジニアリン

グ・アカデミーでの講演である。準備

にさいして有益なアドバイスを惜しま

れなかったＭＩＴの同僚とＮＡＥのス

タッフ、又翻訳者のチャプリツカ・紀

子の諸氏にここに謹んで感識の意を表

するものである。

質問（日立金属原田）1988年から91年までた

またまアメリカで仕事をしておりましたものです

から先生が今日お話頂きました事100％理解させて

頂きました。日米間の工場経営の差が何にあるん

だろうかという事をずっと考えているのですが、

つきつめて行きますとアメリカにおける日本の企

業というのは余り収益が出て居りません。アメリ

カで経営している日本の企業と言うのは、これは

必ずしも皆さん公表しませんけれども私の知る限

りでは、東南アジアに展開している日本の企業は

殆ど収益が出ているのですが、アメリカでの日本

の会社は余り収益が出て居りません。それで日米

間の工場経営として何に差があるのかという事を

考えましたら結論としては、どうも設備のメイン

テナンスとエンジニアリングのところに非常に大

きな差がある。働いている方々も一人一人は大変

Capabilityがおありなんですが、最終的には故障

率は高いし、自動化とか小さい改善などの点では

今ひとつ出来ない、この点どうすれば良いか先生

のご意見を是非承りたいと思います。

セカッリ簡単にお返事しましょう。アメリカで

は小工場のマネジメントは全部、自分でする方針

なのですが大工業ではそれは基本的には出来ませ

ん。マネジャーが経済学者、弁護士、マネジメン
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卜・スクールの卒業生等の場合が多く、生産の問

題は良くわかっていません。開発の問題もメイン

テナンスも良くわかりません｡今ＭＩＴでは古いも

ののメインテナンスではなく新しいものを作ろう

という方向を目指しています｡これはManagement

Mentalityの問題です｡例外としてはNucorなど

一部のミニミルと呼ばれる鉄鋼会社のmanage‐

mentは大変良くやっています。３Ｍのmanage‐

mentや、Johnson＆Johnsonも上手く行ってい

ます。これは大きな問題で､TraditionalIndustry

ではなかなかうまく行きません。残念ながら私の

本当の専門は数学的modelingなのでこの問題につ

いては解決策はよくわかりません。

質問（横浜国大柴田）先生のお話では、日米

の色々な物の考え方に差があるという事を認めら

れる事が前提となっているように思います。私の

仕事の関係で中国と日本という事がある訳ですが、

これもやはり考え方の違いは多いと思います。

ところがHills通商代表などを拝見しますとアメ

リカと日本の間の構造協議、ああいった場合に非

常に何か片方の国が他の国の考え方を取り入れる

事を要求する。これはアメリカが日本に要求する

だけでなくて相互的なものだと思いますが、そう

いった問題についてどうお考えかと言う事をお伺

いしたいと同時に日本、中国、アメリカそれぞれ

が違う考え方を持ちながら強調していくという、

こういう様な数学モデルをもし考えたとすると、

それは２つの間は上手く行くと思いますが、３つ

以上になると例えば生物の存在モデルが２つでは

不安定ではあるがChaosにはならない｡でも３つ

以上のモデルやグループで相互干渉をさせると

Chaosになるという事もあるので、物の考え方の

違ういくつかの大きな経済力を持つ国があってそ

の間はそれぞれを認め合うと非常に不安定な混乱

状態がおきるのではないかという疑問を持つわけ

です。それで先生のご意見を伺いたいのですが、

一つ一つの国が独自の考え方を持ってお互いに上

手くバランスした状態が成り立ちうるのかという

事と、それをバックグラウンドにして例えば先生

が日本と米国の関係を物の考え方の差についてど

のようにして行けば良いとお考えかをお伺いした

いと思います。

Z６

セカッリ御質問の趣旨は40％くらいわかりまし

た。私の専門は材料.工学Processingの数学的

modelingです｡経済的な､人間的な問題は数学的

には難しいのです。私の考えでは一つはcommon

senseの問題です。ComingFiberGlassのVice

Presidentは旭硝子の役員ですが､日本語は全然わ

かりませんし、日本の文化も全然わかりません。

又、日本の経営者はアメリカではTechnologyの

問題は良くわかっていますが人間関係の問題は良

くわかりません。例えばアメリカ人は個人主義で

あるとか、女性の問題、マイノリティの問題など

に敏感であるとか等の事です。アメリカでは今、

日本人の客員教授や学生が増えています。アメリ

カからも若い教授や学生が日本で勉強しようと思っ

ています｡客員教授が長期的なjointworkをする

のには例えばenvironmentecologyなどは面白い

でしょう。私達は日本の事が良くわかりませんが

摩擦を経て、学んで行くのが大・切な事だと思いま

す。

司会先生が提案されているのはやっぱり若い

うちに日本で長期滞在していくうちにお互いに協

力していく事でだんだん長期的にわかり合える人

口が増えて行くんだからそれを先ずやろうという

事だろうと思います｡若い人なら割にたやすく日

本に来てくれます。中高年になって家族があると

なかなか長期滞在してもらえないが、アメリカ人

でも若い人ならずい分その可能性がありますので

その方面から進めていく事は重要な事じゃないで

しょうか。

質問（柴田）私の質問は少し複雑すぎたと思い

ますが、わかり合う事は重要だと思います。です

けど将来日本の考え方と米の考え方と混ざり合っ

た方が良いのか、日本は日本の考え方、アメリカ

はアメリカの考え方で進んで、そして一緒にやっ

て行くのが良いのか、その点先生のご主張がどち

らなのか私にははっきりわからなかったのでもう

一度お伺いしたいと思います。

セカッリTechnologyの問題では一緒に仕事をす

るのは簡単です。数学やダイナミックスの問題は

共通です。基本的研究では一緒にいますぐ仕事が

出来ます。しかし開発の問題は別です。日本では

長期的に考え、米では短期的に考える事に加えて

〆函
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緯．

常に利益が非常に大切です。環境の問題は共通の

基盤に立っており、利益は大した問題ではありま

せんので、環境やエネルギーの問題は一緒に研究

する事が大学においても､政府研究所においても、

多分産業界ででも出来るでしょう。こういう分野

から第一歩を始めて行くというのが多分良い方法

だと思います。

司会製品の問題ですと企業間の競争の問題が

あってなかなか協力が出来ないし、又、昔はお互

いに違う文化を理解してと言っていたんですがも

うとても理解するというのは大変だから少なくと

も違いを認識できる人が増えて、違いを認識した

上で如何にそこにブリッジを架けてやるかという

事以外に方法はないんじゃないか、そうするうち

にだんだん文化は融合して行くでしょうがそうで

なくてはとても難しい。先生は環境問題はそうい

う意味で企業間の競争があまり問題でないので一

番やり易いんじゃないかという事をおっしゃって

いる訳だと思います。

質問（東大名誉教授鵜戸口）３５年前に２年間

ＭＩＴのMatel-ialDivisioninMechanicalEngi‐

neeringに居りました。その頃、学部の学生は

mechanicaldesign,structuraldesign等のfun‐

damentaltraininginmechanicalexperiment＆

practicesをして居りませんでした。これが良い事

がどうかと当時思いましたが今、東大の機械工学

科の学生達は金属疲労とかpre-testなどの基礎実

験をしたがらない。これでは日本は遠からずその

製品のレベルが下がる事につながるのではないか

と危倶しているのですが。

セカッリＭＩＴではラボラトリーでは基礎実験が

非常に大・切だと考えています。

司会先生も大分お疲れのようですので本日は

これで終わりにしたいと思います。どうも有難う

ございました。（拍手）
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